
国立大学法人東京農工大学女性未来育成機構に勤務する職員給与規程の一部改正 

国立大学法人東京農工大学女性未来育成機構に勤務する職員給与規程を次のとおり改正する。 

現   行 改   正 備   考 

国立大学法人東京農工大学女性未来育成機構に勤務する職員給与規程 

平成２１年４月１日

２１ 経 規程第１２号

（趣旨） 

第１条 省略 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、就業規則第２条に定める特任教員（以下「特任教員」という。）

に適用する。 

（年俸の決定） 

第３条 特任教員の年俸の額は、予算の範囲内において、その者の職務、学歴、免許・

資格、職務経験等及び他の国立大学法人東京農工大学職員就業規則第４条第１項に定

義する職員（以下「職員」という。）との均衡を考慮して決定する。 

２ 学長は、年俸を決定した場合は、年俸通知書を特任教員に交付しなければならない。

（その他の給与） 

第４条 特任教員には、年俸のほか職員の例に準じて通勤手当、住居手当、超過勤務手

当を支給する。 

（年俸の支払方法） 

第５条 年俸は、４月１日から３月３１日までの１年間の総額を１２等分し、年１２回

支給する。ただし、雇用期間が１年に満たないときは、当該雇用期間に応じた額、等

分及び支給回数とする。 

２ 第１項に定める１回に支払われる給与（以下「月次年俸」という。）の額に１円未

満の端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 

３ 特任教員が、退職し又は解雇されたときは、原則としてそれ以降の月次年俸は支給

しない。 

（支給日） 

第６条 省略 

（月次年俸の減額） 

第７条 特任教員が、欠勤した場合は、第８条に定める勤務１時間当たりの給与額に、

その勤務しない時間数を乗じて得た額を減額して支給する。 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） 

 

 

 

 

第１条 省略（現行どおり） 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、就業規則第２条に定める教育職員（以下「教育職員」という。）

に適用する。 

（年俸の決定） 

第３条 教育職員の年俸の額は、予算の範囲内において、その者の職務、学歴、免許・

資格、職務経験等及び他の国立大学法人東京農工大学職員就業規則第４条第１項に定

義する職員（以下「職員」という。）との均衡を考慮して決定する。 

２ 学長は、年俸を決定した場合は、年俸通知書を教育職員に交付しなければならない。

（その他の給与） 

第４条 教育職員には、年俸のほか職員の例に準じて通勤手当、住居手当、超過勤務手

当を支給する。 

（年俸の支払方法） 

第５条 省略（現行どおり） 

 

 

２ 省略（現行どおり） 

 

３ 教育職員が、退職し又は解雇されたときは、原則としてそれ以降の月次年俸は支給

しない。 

 

第６条 省略（現行どおり） 

（月次年俸の減額） 

第７条 教育職員が、欠勤した場合は、第８条に定める勤務１時間当たりの給与額に、

その勤務しない時間数を乗じて得た額を減額して支給する。 

 

 



第８条 省略 

（職員給与規程の準用） 

第９条 国立大学法人東京農工大学職員給与規程第３条から第６条まで、第９条及び第

２１条の規定は、特任教員について準用する。 

（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、特任教員の給与の支給に関し必要な事項は、

別に定める。 

 

   附 則 省略 

第８条 省略（現行どおり） 

（職員給与規程の準用） 

第９条 国立大学法人東京農工大学職員給与規程第３条から第６条まで、第９条及び第

２１条の規定は、教育職員について準用する。 

（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、教育職員の給与の支給に関し必要な事項は、

別に定める。 

 

   附 則 省略（現行どおり） 

    

附 則（２１経規程第３６号） 

この規程は、平成２１年１１月２日から施行し、平成２１年８月１日から適用する。 

 

 


